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市区町村コード １３２２３３ 

令和７年度 市民税・都民税・森林環境税 

特 別 徴 収 の し お り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. 特別徴収税額の納入について(２～３ページ) 

２. 特別徴収のあらまし(４ページ) 

３. 特別徴収の取扱いについて(５～６ページ) 

４. 指定通知書(７ページ) 

５. 給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書用紙(８ページ～) 

給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書 

市民税・都民税特別徴収への切替申請書 

特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書 

退職所得に係る市民税・都民税納入申告書 

(１)市のホームページからもダウンロード

できます。 

(２)ｅＬＴＡＸで電子申告ができます。 

武 蔵 村 山 市 役 所 

〒208-8501  東京都武蔵村山市本町一丁目１番地の１ 

電話 (０４２)５６５－１１１１(代表) 

内線 １２３～１２５ 課税課市民税係(税額内容など) 

内線 １９４～１９６ 収 納 課(納付方法など) 

しおりの内容 
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特 別 徴 収 税 額 の 納 入 に つ い て 

●令和７年度 特別徴収税額の納期限 

徴 収 月 納 期 限 

令和７年 ６ 月分 令和７年 ７月１０日(木) 

７ 月分 ８月１２日(火) 

８ 月分 ９月１０日(水) 

９ 月分 １０月１０日(金) 

１０ 月分 １１月１０日(月) 

１１ 月分 １２月１０日(水) 

１２ 月分 令和８年 １月１３日(火) 

令和８年 １ 月分 ２月１０日(火) 

２ 月分 ３月１０日(火) 

３ 月分 ４月１０日(金) 

４ 月分 ５月１１日(月) 

５ 月分 ６月１０日(水) 

 

 

●納入場所について(取扱金融機関) 

●電子納付について 

地方税共通納税システムを利用した電子納付も可能です。 

詳 細 に つ い て は 、 共 通 納 税 の ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.eltax.lta.go.jp/kyoutsuunouzei/) を御覧ください。

みずほ銀行    りそな銀行    きらぼし銀行 

埼玉りそな銀行  山梨中央銀行   中央労働金庫 

飯能信用金庫   西武信用金庫   青梅信用金庫 

多摩信用金庫   大東京信用組合   

東京みどり農業協同組合 

東京都信用農業協同組合連合会及び東京都内の農業協同組合 

ゆうちょ銀行・郵便局(新規の支払いの際、納入書とともにしおりに

綴じ込みの「指定通知書」を提出してください。) 

武蔵村山市役所 武蔵村山市役所緑が丘出張所 

 

 

eLTAX 共通納税 検索 
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●納入書の送付について 

年度当初の税額通知書に１年分の納入書をまとめてお送りしています。ただし、納入書不要のお申し出をいただいた事業所及び電子納

税をしている事業所にはお送りしておりません。 

納入金額に変更が生じた場合でも、変更後の納入書はお送りしておりません。 

●納入書の送付について 

当市では、納入書の光学式文字読取装置(OCR)による収納消込処理を行っておりますので、納入金額に変更が生じた場合は、下記の例の

とおり金額を訂正して納入してください。

①納入金額(１)の欄に印字されている税額を２本線で抹消 

②納入金額(２)の欄に変更された税額を記入してください。 

(合計額も忘れずに記入をお願いします。) 

 

 

①用紙を折り曲げたり、汚したりしないでください。 

②黒のボールペンで記入してください。 

③納入金額欄に￥マークは記入しないでください。 

④数字は所定の枠からはみ出さないように記入してください。  

１２,３００ 

1 0 0 0 0  

1 0 0 0 0  

税額に変更のあった場合の記入方法 

注意事項 
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特 別 徴 収 の あ ら ま し  

1．市民税・都民税・森林環境税の特別徴収とは 

納税者の便宜を図るため、納税者に給与を支払う際、市から通知のあっ

た市民税・都民税・森林環境税を徴収し、その徴収した税金を市に納め

ていただくことをいいます。徴収していただく税金の額は、納税者が 1

年間に納付しなければならない市民税・都民税・森林環境税を 6 月から

翌年 5 月までの 12 か月間に分けたもので、特別徴収義務者がこの月割額

を徴収・納入することにより、当市へ納付したのと同じ効力が生じます

ので、納税を容易にできる方法です。 

2．特別徴収義務者とは 

地方税法第 41 条及び第 321 条の 4並びに武蔵村山市税賦課徴収条例第

40 条の規定により指定された者をいいます。 

特別徴収義務者は、「市民税・都民税・森林環境税 特別徴収税額の決定・

変更通知書」に記載の税額を徴収し、徴収した税額を翌月の 10 日までに

納入する義務を負います。10 日が土曜日、日曜日又は祝日に当たるとき

は、翌日又は翌々日になります。 

3. 特別徴収により市民税・都民税・森林環境税を徴収さ 

れる者とは 

次の要件をすべて満たしている者をいいます。 

⑴  令和7年1月1日現在武蔵村山市内に居住していること。 

⑵  令和6年中に給与の支払いを受けていること。 

⑶  令和7年4月1日現在給与の支払いを受けていること。 

 

4．納税義務のない者 

令和7年1月1日現在、以下に該当する者には住民税は課税されません。 

⑴  生活保護法の規定による生活扶助を受けている者。 

⑵  障害者・未成年者（※）・寡婦又はひとり親で令和6年中の所得が

135万円以下（給与所得のみの場合は支払金額が204万4千円未満）で

ある者。 

⑶  均等割のみを課すべき者のうち、令和6年中の所得が武蔵村山市税

賦課徴収条例で定める金額以下である者。 

※  民法の改正により、18歳未満の方(平成19年1月3日以降出生者)が未

成年者となります。 

5．納期の特例について 

特別徴収義務者のうち給与の支払いを受ける者が常時10人未満の場合

で市長の承認を受けたときは、特別徴収税額を次の2回に分けて納入す

ることができます。 

・6月から11月までの特別徴収税額  12月10日まで 

・12月から5月までの特別徴収税額   6月10日まで 

この特例を受けるためには、申請が必要です。詳しくは、市役所課税

課市民税係までお問合せください。 
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特 別 徴 収 の 取 扱 い に つ い て 

1．税額通知書について 

「市民税・都民税・森林環境税 特別徴収税額の決定・変更通知書」は、

「特別徴収義務者用」と「納税義務者用」の2種類あります。 

「納税義務者用」は、必ず納税義務者にお渡しください。納税義務者が既に

退職・転勤等でお渡しいただけない場合には、「給与所得者異動届出書」とと

もに返送してください。 

２．個人住民税特別徴収税額通知（納税義務者用）の 

電子化について 
特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）は、事業所が eLTAX

で給与支払報告書提出時に受取方法を電子データまたは書面か設定でき

ます。受取方法を電子データに設定した場合は書面では送付しません。 

誤って電子で受取方法を設定された際は後述の変更届出書で書面の受

取を申請してください。 

3．特別徴収税額の変更 

特別徴収税額を変更する必要がある場合は、「市民税・都民税・森林環

境税 特別徴収税額の決定・変更通知書」を送付します。変更月以降の月

割額は、その通知書の税額により徴収してください。「納税義務者用」と

なっている通知書は、納税義務者にお渡しください。 

なお、新たな納入書は送付いたしませんので、お手元の納入書の金額

訂正して納入してください。 

  

4．所在地・名称等に変更が生じた場合 
速やかに「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」に変更事項を記

入し、提出してください。 

なお、名称等を変更した納入書は送付いたしませんので、お手元の納

入書をそのまま御利用ください。 

 

5．納税者が退職・休職・長欠等された場合 
速やかに「給与所得者異動届出書」に該当者等必要事項を記入の上、提

出してください。 

なお､この提出が遅れた場合、退職された方が一度に多額の税金を納め

なければならないことがあり、負担が大きくなる可能性があります。ま

た、特別徴収義務者は、税金を滞納しているとみなされ、督促を受ける

ことがあります。 

退職等された方に未徴収税額があるときは、 

⑴ 退職等の日が令和 7年 12 月 31 日までのときは、本人の申出により

一括徴収することができます。 

⑵ 退職等の日が令和 8 年 1 月 1 日から同年 4 月 30 日までのときは、

本人の申出がなくとも一括徴収しなければなりません。なお、5月 31 日

までに支払われる給与若しくは退職金等が未徴収税額より少ない場合

は、普通徴収に切替えることができます。 

⑶ 退職後出国される従業員がいる場合は、納付手続等が困難となるた

め、未徴収税額を一括徴収していただくか、納税管理人の届出をいただ

くようお願いします。 
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6．納税者が転勤等し、新たな勤務先で特別徴収を継続する

場合    
「特別徴収に係る給与所得者異動届出書」に必要事項を記入し、新し

い勤務先に特別徴収を継続する旨及び毎月の特別徴収税額をお伝えのう

え、市役所まで送付してください 

7．新たに特別徴収を行う場合 

普通徴収だった方を特別徴収に切替をする場合、「特別徴収切替届出

（依頼）書」に必要事項を記入の上、二重納付防止のため本人宛に送付

された納付書兼納入済通知書を必ず同封し、送付してください。 

ただし、普通徴収の各納期限が過ぎたものは、特別徴収への切替はで

きません。 

8．退職所得にかかる所得割額の取扱いについて 

⑴ 徴収 

特別徴収義務者は、 退職手当等の支払の際税額を計算し、徴収してく

ださい。 

⑵ 納入 

徴収した税額は、翌月 10 日までに、退職した年の 1月 1日現在の住所

地の市町村へ納入してください。武蔵村山市へ納入する場合は、領収証

書、納入書及び納入済通知書の「退職所得分」欄にその税額を記入し、

「給与分」欄の税額との合計額を「合計額」欄に記入してください。こ

の際、「納入済通知書」裏面の「納入申告書」に該当者の氏名や勤続年数

等を記入していただくか、「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」の提出

をお願いします。 

なお、納入書が必要な場合は、課税課市民税担当まで御請求ください。 

9．森林環境税について                 

     
令和６年度から、森林の整備及びその推進に関する施策の財源として、

森林環境税が年額 1,000 円課税（住民税均等割とあわせて賦課徴収）さ

れています。税収の全額は森林環境譲与税として市区町村・都道府県に

譲与されます。 

1.森林環境税を収める方 

国内に住所を有する個人 

2.森林環境税が課税されない方 

⑴  生活保護法の規定による生活扶助を受けている者。 

⑵  障害者・未成年者（※）・寡婦又はひとり親で令和6年中の所得

が135万円以下（給与所得のみの場合は支払金額が204万4千円未

満）である者。 

⑶  均等割のみを課すべき者のうち、令和6年中の所得が森林環境税

及び森林環境譲与税に関する法律施行令で定める金額以下である

者。 

※  民法の改正により、18歳未満の方(平成19年1月3日以降出生者)が

未成年者となります。 

 

 

  



 

(


 

切
り
離
し
て
く
だ
さ
い) 

ゆうちょ銀行・郵便局の指定について 

 

特別徴収税額の納入にゆうちょ銀行・郵便局を利用され

る場合は、当市の金融機関として指定しなければなりませ

んので、左の「指定通知書」に提出日を記載の上、当初に納

入される際に提出してください。 

なお、前年度の指定郵便局は、本年度も引き続き利用でき

ますので提出の必要はありません。

  

年  月  日  

ゆうちょ銀行 (支)店長 殿  

郵 便 局 長 殿 

 

武 蔵 村 山 市 長 

 

 

 

指 定 通 知 書 

 

貴局を地方税法第 321 条の 5 第 4項の規定に基づいて 

武蔵村山市市民税・都民税（特別徴収税額）の取扱店・ 

局に指定しましたので通知します。 

 

認可又は承認番号  事業２第１９３５号 

口 座 番 号  ００１００－５－９６００８１ 

加 入 者 の 名 称  東京都武蔵村山市会計管理者 

取 り ま と め 店  東京貯金事務センター 
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に係る給与所得者異動届出用紙 

1．この届出書は異動が生じた日の属する月の翌月10日までに提出してください。 

2．退職により異動が生じた場合は、未徴収税額をなるべく一括徴収してください。 

なお、1月1日から4月30日までの間に退職した人に未徴収税額がある場合は、一括徴収

することが義務付けられていますので、必ず一括徴収してくださるようお願いいたしま

す。(地方税法第321条の5 第2項) 

 

※平成29年1月1日以降に提出する異動届出書から、給与所得者の個人番号、及び特別徴

収義務者の法人番号(個人事業主の場合は個人事業主の個人番号)の記載が必要となっ

ております。 

様式については、武蔵村山市のホームページにも掲載しております。

 

給与支払報告 

特 別 徴 収 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〒

【提出先】〒208-8501 東京都武蔵村山市本町１丁目１番地１　武蔵村山市役所 市民部 課税課 市民税係

理
　
由

受 給 者 番
号

氏名又は名称 電
　

話 内線（　　 　　）
納入書の要否
（新規の場合のみ記載）

左記の一括徴収した税額は、

      月分（翌月10日納入期限分）
で

納入します。

理
　
由

１.異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出があったた
め

２.異動が令和　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がな
いため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

３．普通徴収の場合 ※

市
町

村
記

入
欄

１.異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２.令和　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるた
め

３.死亡による退職であるため

法 人 番 号

武蔵村山市 長　殿

所
　

属

氏
　

名
フリガナ

特別徴収義務
者

１月１日
現在の住所

生年月日

（ア）

特別徴収税額
（年税額）

個人番号

１．特別徴収継続の場合

特

別
徴

収
義

務
者

新
し
い
勤
務
先

年 度 １．現年度　　２．新年度　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所　在　地

特別徴収義務

者

宛 名 番 号

フリガナ
連

　

絡
　

先

担
　

当
　

者

所 属

氏名又は名称 氏 名

個人番号
又は法人番号

給与支払報告
特 別 徴 収

内線（　　 　　）

（イ） （ウ）
異  　動
年 月 日

徴収済額
未徴収税額

（ア）－（イ）

月から 月から 年

月まで 月まで
月

異　動　の　事　由

１

２

３

４

５

６

７

退職

転勤

休職・長欠

死亡

支払少額・不定

期

合併・解散

その他

異動後の未徴収
税額の徴収方法

１．

２．

３．

特別徴収継続

一括徴収

普通徴収

新規 

２．一括徴収の場合

１．必要　２．不要

新しい勤務先へは、月割額　　　　　円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

受給者番号
(整理番号)

所　在　地
担

当

者

連

絡

先

月 日 円

 ←個人番号の記載に当たっては、

左端を空欄とし右詰めで記載

令和　　年　　月　　日提出 

日

電 話

異動後の
住 所

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フリガナ

氏　名

給
与
の
支
払
を
受
け
な
く
な
っ
た
者
が
、
新
し
い
勤
務
先
に
お
い
て
特
別
徴
収
の
継
続
を
希
望
す
る
場
合
に
は
、
「
異
動
後
の
未
徴
収
税
額
の
徴
収
方
法
」
欄

の
枠
内
に
「
1
」
と
記
入
す
る
と
と
も
に
、
「
1
、
特
別
徴
収
の
継
続
の
場
合
」
欄
に
必
要
事
項
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１
月
１
日
か
ら
４
月
３
０
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
者
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
は
、
本
人
か
ら
一
括
徴
収
の
申
出
が
な
く
と
も
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

「
２
、
一
括
徴
収
の
場
合
」
欄
中
の
「
徴
収
予
定
月
日
」
に
は
、
一
括
徴
収
の
対
象
と
な
る
給
与
又
は
退
職
手
当
等
の
支
給
月
日
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

に係る給与所得者異動届出書

右から
番号を

記入

右から
番号を

記入

事由・理由

右から
番号を

記入

右から
番号を

記入

右から
番号を

記入

（

）

(本人納付)

右から
番号を

記入

１

御
注
意

２３



 

 

〒

給与支払報告
特 別 徴 収 年 度 １．現年度　　２．新年度　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所　在　地

所 属

氏名又は名称 氏 名

特別徴収義務

者

令和　　年　　月　　日提出 

電 話
内線（　　 　　）

個人番号
又は法人番号

 ←個人番号の記載に当たっては、

左端を空欄とし右詰めで記載

武蔵村山市 長　殿 宛 名 番 号

フリガナ
連
　

絡
　

先

担
　

当
　

者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フリガナ

（ア） （イ） （ウ）
異  　動
年 月 日

異　動　の　事　由

異動後の

住 所

受給者番号
(整理番号)

１月１日

現在の住所

異動後の未徴収
税額の徴収方法

氏　名

特別徴収税額
（年税額）

徴収済額
未徴収税額

（ア）－（イ）
生年月日

個人番号

120,000

１

２

３

４

５

６

７

退職

転勤

休職・長欠

死亡

支払少額・不定

期

合併・解散

その他

１．

２．

３．

特別徴収継続

一括徴収

普通徴収

2 16 月から 2 月から 7 年

1 月

80,000 40,000 31 日

1 月まで 5 月まで

１．特別徴収継続の場合
新しい勤務先へは、月割額10,000円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

特
別

徴
収
義

務
者

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務
者 0123456 法 人 番 号 0 0 0 5 6 7 8

所　在　地

0000-0000
担

当

者

連

絡

先

所
　

属
武蔵村山市

東京都武蔵村山市本町12-234-45

0 0 1 2 3 4

氏
　

名
武蔵　太郎フリガナ ムサシムラヤマシ 受 給 者 番

号

氏名又は名称 武蔵村山市 電
　

話

０４２－０００－００００
　　　　　　内線（00000）

納入書の要否
（新規の場合のみ記載）

１．必要　２．不要

２．一括徴収の場合 左記の一括徴収した税額は、

      月分（翌月10日納入期限
分）で

納入します。

理
　
由

１.異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出があった
ため

２.異動が令和　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出が
ないため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

１.異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２.令和　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるた
め

３.死亡による退職であるため

月 日 円

３．普通徴収の場合 ※
市
町

村
記
入

欄

理
　
由

に係る給与所得者異動届出書

右から
番号を

記入

右から
番号を

記入

事由・理由

右から
番号を

記入

右から
番号を

記入

右から
番号を

記入

（

）

(本人納付)

2

2

右から
番号を

記入

①特別徴収義務者
特別徴収義務者の所在地・名称・法人番号を記載する。

③給与所得者
異動対象者の氏名・生年月

日・マイナンバー・住所を記

載する。

②担当者連絡先
異動届出書を作成した方の連

絡先を必ず記載する。

給
与
の
支
払
を
受
け
な
く
な
っ
た
者
が
、
新
し
い
勤
務
先
に
お
い
て
特
別
徴
収
の
継
続
を
希
望
す
る
場
合
に
は
、
「
異
動
後
の
未
徴
収
税
額
の
徴
収
方
法
」
欄
の
枠
内
に

「
1
」
と
記
入
す
る
と
と
も
に
、
「
1
、
特
別
徴
収
の
継
続
の
場
合
」
欄
に
必
要
事
項
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１
月
１
日
か
ら
４
月
３
０
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
者
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
は
、
本
人
か
ら
一
括
徴
収
の
申
出
が
な
く
と
も
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

「
２
、
一
括
徴
収
の
場
合
」
欄
中
の
「
徴
収
予
定
月
日
」
に
は
、
一
括
徴
収
の
対
象
と
な
る
給
与
又
は
退
職
手
当
等
の
支
給
月
日
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１

御
注
意

２３

記載例
太線の中を記入してください。

⑤異動日・異動事由等
異動年月日

転勤日等の異動年月日を記載する。

異動の事由

事由に該当する数字を枠内に記載する。また、「7.その

他」を選択する場合は、必ず事由・理由欄に切替を行う具体

的な理由を記載する。

未徴収税額の徴収方法

④徴収税額の(ウ)未徴収税額 の徴収方法について該当する

番号を記載する。

記載例の場合

令和7年1月31日付で新勤務先に転属し、未徴収税額の徴収

方法を特別徴収継続として切替を行うため、異動の事由が「2.

転勤」、異動後の未徴収税額の徴収方法が「1.特別徴収継

続」となります。

⑥特別徴収継続の場合
新しい勤務先の所在地・名称・法人番号・担当者連絡先を記

載する。

新しい勤務先で、何月分から特別徴収を開始するか記載し、

納付書の要否を記載する。

なお、月割額が不明な場合は、空欄で御提出いただいても問

題ありません。また、事前に月割額の連絡が必要な場合は、

その旨を余白に記載して御提出ください。

記載例の場合

新勤務先【武蔵村山市】で2月から継続して特別徴収を行う記

載となります。

④徴収税額
(ア)特別徴収税額(年税額)

特別徴収税額通知書に記載のある異動者の年税額を記載す

る。

(イ)徴収済月及び徴収済額

前勤務先で、異動者の税額を何月分まで特別徴収するか記

載し、合計額を記載する。

(ウ)未徴収月及び未徴収税額

何月分から新勤務先での徴収に切替を行うかを記載し、(ア)

から(イ)を減じた金額を記載する。

記載例の場合

(ア)年税額120,000円(月割額10,000円)のうち、(イ)6月か

ら1月までの8カ月分(80,000円)を特別徴収しているため、

(ウ)未徴収月は2月から５月分までの4カ月分(40,000円)とな

ります。

４ ５

６

特別徴収継続の場合

 



 

 

 

〒

１.異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２.令和　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるた
め

３.死亡による退職であるため

月 20 日 40,000 円

３．普通徴収の場合 ※

市
町
村

記
入
欄

理
　
由

受給者番号

納入書の要否
（新規の場合のみ記載）

１．必要　２．不要

２．一括徴収の場合 左記の一括徴収した税額は、

      月分（翌月10日納入期限分）
で

納入します。

理
　
由

１.異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出があったた
め

２.異動が令和８年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がな
いため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

2

フリガナ

氏名又は名称

氏
　

名

電
　

話
内線（　　 　　）

１．特別徴収継続の場合
新しい勤務先へは、月割額　　　　　円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。特
別
徴

収
義
務

者

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務
者

法 人 番 号

所　在　地
担

当

者

連

絡

先

所
　

属

退職

転勤

休職・長欠

死亡

支払少額・不定

期

合併・解散

その他

１．

２．

３．

特別徴収継続

一括徴収

普通徴収

1 26 月から 2 月から 8 年

1 月

80,000 40,000 31 日

1 月まで 5 月まで

異動後の未徴収
税額の徴収方法

氏　名

特別徴収税額
（年税額）

徴収済額
未徴収税額

（ア）－（イ）
生年月日

個人番号

120,000

１

２

３

４

５

６

７

宛 名 番 号

フリガナ
連

　

絡
　

先

担
　

当
　

者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フリガナ

（ア） （イ） （ウ）
異  　動
年 月 日

異　動　の　事　由

異動後の
住 所

受給者番号
(整理番号)

１月１日
現在の住所

 ←個人番号の記載に当たっては、

左端を空欄とし右詰めで記載

武蔵村山市 長　殿

給与支払報告
特 別 徴 収 年 度 １．現年度　　２．新年度　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所　在　地

所 属

氏名又は名称 氏 名

特別徴収義務

者

令和　　年　　月　　日提出 

電 話
内線（　　 　　）

個人番号
又は法人番号

に係る給与所得者異動届出書

右から

番号を

記入

右から
番号を

記入

事由・理由

右から

番号を

記入

右から
番号を

記入

右から
番号を

記入

（

）

2 2

(本人納付)

右から
番号を

記入

①特別徴収義務者
特別徴収義務者の所在地・名称・法人番号を記載する。

③給与所得者
異動対象者の氏名・生年月日・

マイナンバー・住所を記載する。

④徴収税額
(ア)特別徴収税額(年税額)

特別徴収税額通知書に記載のある異動者の年税額を記載する。

(イ)徴収済月及び徴収済額

異動者の税額を何月分まで特別徴収するか記載し、特別徴収を行う合計額を

記載する。

(ウ)未徴収月及び未徴収税額

何月分から一括徴収を行うかを記載し、(ア)から(イ)を減じた金額を記載する。

記載例の場合

(ア)年税額120,000円(月割額10,000円)のうち、(イ)6月から1月までの8カ

月分(80,000円)を特別徴収しているため、(ウ)未徴収月は2月から５月分まで

の4カ月分(40,000円)となります。

②担当者連絡先
異動届出書を作成した方の連

絡先を必ず記載する。

給
与
の
支
払
を
受
け
な
く
な
っ
た
者
が
、
新
し
い
勤
務
先
に
お
い
て
特
別
徴
収
の
継
続
を
希
望
す
る
場
合
に
は
、
「
異
動
後
の
未
徴
収
税
額
の
徴
収
方
法
」
欄
の
枠
内
に
「
1
」
と
記
入
す

る
と
と
も
に
、
「
1
、
特
別
徴
収
の
継
続
の
場
合
」
欄
に
必
要
事
項
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１
月
１
日
か
ら
４
月
３
０
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
者
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
は
、
本
人
か
ら
一
括
徴
収
の
申
出
が
な
く
と
も
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

「
２
、
一
括
徴
収
の
場
合
」
欄
中
の
「
徴
収
予
定
月
日
」
に
は
、
一
括
徴
収
の
対
象
と
な
る
給
与
又
は
退
職
手
当
等
の
支
給
月
日
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１

御
注
意

２３

記載例
太線の中を記入してください。

⑤異動日・異動事由等
異動年月日

退職日等の異動年月日を記載する。

異動の事由

事由に該当する数字を枠内に記載する。また、「7.その他」を選択す

る場合は、必ず事由・理由欄に切替を行う具体的な理由を記載する。

未徴収税額の徴収方法

④徴収税額の(ウ)未徴収税額 の徴収方法について該当する番号を記載

する。

記載例の場合

令和8年1月31日付で退職し、未徴収税額の徴収方法を一括徴収として

切替を行うため、異動の事由が「1.退職」、異動後の未徴収税額の徴収

方法が「2.一括徴収」となります。

⑥一括徴収の場合
理由：一括徴収を行う理由に該当する番号を記載する。

徴収予定月日：一括徴収の対象となる給与又は退職手当等の支給予定日を記載

する。

徴収予定額：一括徴収を行う予定額((ウ)未徴収税額と同額)を記載する。

納入月：一括徴収した税額を何月分として納入するか記載する。

なお、退職日が1月1日以降の場合、一括徴収が義務付けられてます。

記載例の場合

退職日が1月1日以降のため、理由の2に該当します。

2月20日に支払われる給与から一括徴収を行い、2月分として納入する際の記

載となります。

４ ５

６

一括徴収の場合



 

 

 

〒

給与支払報告
特 別 徴 収 年 度 １．現年度　　２．新年度　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所　在　地

所 属

氏名又は名称 氏 名

特別徴収義務

者

令和　　年　　月　　日提出 

電 話
内線（　　 　　）

個人番号
又は法人番号

 ←個人番号の記載に当たっては、

左端を空欄とし右詰めで記載

武蔵村山市 長　殿 宛 名 番 号

フリガナ
連
　

絡
　

先

担
　

当
　

者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フリガナ

（ア） （イ） （ウ）
異  　動
年 月 日

異　動　の　事　由

異動後の

住 所

受給者番号

(整理番号)

１月１日

現在の住所

異動後の未徴収
税額の徴収方法

氏　名

特別徴収税額
（年税額）

徴収済額
未徴収税額

（ア）－（イ）
生年月日

個人番号

120,000

１

２

３

４

５

６

７

退職

転勤

休職・長欠

死亡

支払少額・不定

期

合併・解散

その他

１．

２．

３．

特別徴収継続

一括徴収

普通徴収

1 36 月から 11 月から 6 年

10 月

50,000 70,000 31 日

10 月まで 5 月まで

１．特別徴収継続の場合
新しい勤務先へは、月割額　　　　　円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

特

別

徴

収

義

務

者

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務
者

法 人 番 号

所　在　地
担

当

者

連

絡

先

所
　

属

氏
　

名
フリガナ 受 給 者 番

号

氏名又は名称 電
　

話 内線（　　 　　）
納入書の要否
（新規の場合のみ記載）

１．必要　２．不要

２．一括徴収の場合 左記の一括徴収した税額は、

      月分（翌月10日納入期限分）
で

納入します。

理
　
由

１.異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出があったた
め

２.異動が令和　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がな
いため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

１.異動が令和６年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２.令和　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるた
め

３.死亡による退職であるため

月 日 円

３．普通徴収の場合 ※

市

町

村

記

入

欄

理
　
由

に係る給与所得者異動届出書

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

事由・理由

右から

番号を

記入

右から
番号を

記入

右から

番号を

記入

（

）

(本人納付)

右から
番号を

記入

1

①特別徴収義務者
特別徴収義務者の所在地・名称・法人番号を記載する。

③給与所得者
異動対象者の氏名・生年月日・

マイナンバー・住所を記載する。

④徴収税額
(ア)特別徴収税額(年税額)

特別徴収税額通知書に記載のある異動者の年税額を記載する。

(イ)徴収済月及び徴収済額

異動者の税額を何月分まで特別徴収するか記載し、特別徴収を行う合計額を記

載する。

(ウ)未徴収月及び未徴収税額

何月分から普通徴収に切替を行うかを記載し、(ア)から(イ)を減じた金額を記載

する。

記載例の場合

(ア)年税額120,000円(月割額10,000円)のうち、(イ)6月から10月までの5カ月

分(50,000円)を特別徴収しているため、(ウ)未徴収月は11月から５月分までの7

カ月分(70,000円)となります。

②担当者連絡先
異動届出書を作成した方の連

絡先を必ず記載する。

給
与
の
支
払
を
受
け
な
く
な
っ
た
者
が
、
新
し
い
勤
務
先
に
お
い
て
特
別
徴
収
の
継
続
を
希
望
す
る
場
合
に
は
、
「
異
動
後
の
未
徴
収
税
額
の
徴
収
方
法
」
欄
の
枠
内
に
「
1
」

と
記
入
す
る
と
と
も
に
、
「
1
、
特
別
徴
収
の
継
続
の
場
合
」
欄
に
必
要
事
項
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１
月
１
日
か
ら
４
月
３
０
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
者
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
は
、
本
人
か
ら
一
括
徴
収
の
申
出
が
な
く
と
も
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

「
２
、
一
括
徴
収
の
場
合
」
欄
中
の
「
徴
収
予
定
月
日
」
に
は
、
一
括
徴
収
の
対
象
と
な
る
給
与
又
は
退
職
手
当
等
の
支
給
月
日
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１

御
注
意

２３

記載例
太線の中を記入してください。

⑤異動日・異動事由等
異動年月日

退職日等の異動年月日を記載する。

異動の事由

事由に該当する数字を枠内に記載する。また、「7.その他」を選択す

る場合は、必ず事由・理由欄に切替を行う具体的な理由を記載する。

未徴収税額の徴収方法

④徴収税額の(ウ)未徴収税額 の徴収方法について該当する番号を記載

する。

記載例の場合

令和6年10月31日付で退職し、未徴収税額の徴収方法を普通徴収(本人

納付)として切替を行うため、異動の事由が「1.退職」、異動後の未徴収

税額の徴収方法が「3.普通徴収(本人納付)」となります。

⑥普通徴収の場合
普通徴収切替行う理由に該当する番号を記載する。

理由に該当しない場合、普通徴収切替は行うことができないので必ず記載する。

なお、退職日が1月1日以降の場合、一括徴収が義務付けられているので、5月

31日までに支払われる給与等が未徴収税額を下回っている場合を除き、普通徴

収に切替をすることはできません。

記載例の場合

退職日が12月31日以前のため、理由の１に該当します。

４ ５

６

普通徴収切替の場合



 

 

   

〒　　　　　―

〒　　　　　―

10　日納期分）から月月分（

係

　　　　年　　　　月　　　　日

提出

氏名

氏　　　　名
〔

名　 称
（氏 名）

担当者
連絡先

代 表 者
職 氏 名

電話 　　　　　　　―　　　　　　　 ―

市町村
使用欄

特別徴収切替届出（依頼）書

給
与
支
払
者

（

所在地
（住 所） 特別徴収義務者

指　定　番　号

※市町村ごと

に異なります令和

 新規の場合、納入書 （　要　・　不要　）
フリガナ

（宛先） 武蔵村山市長 ）

法人番号

特
別

徴
収

義
務

者

　　　切替ができません。

特 別 徴 収
開始予定月

〕3 ・ 4 ・

 特別徴収を開始します。

1 ・ 2 ・普 通 徴 収
切 替 期 別

　期別を○で囲んでください。

届 出 理 由  １．入社　　　２．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

　　　 年　　　 月　　　 日

給
与
所
得
者

フ リ ガ ナ 旧姓

現在の住所
月　 割　 額
の　 連　 絡

　必要な場合のみ記入してください。

 　　　　　　月　　　　　日　までに通知書が必要

 ※ 通知書が間に合わない場合のみ電話連絡します。

※ １月１日現在の住所と違う場合に記入してください。

１月１日現在
の　住　所

期以降を切替希望

　※ 普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への

生 年 月 日

　２．　６５歳以上の方については、年金所得に係る税額を給与からの特別徴収に追加することはできません。

　３．　用紙が足りない場合には、コピーしてお使いください。

【提出先】　〒208-8501　　東京都武蔵村山市本町1丁目1番地の1　武蔵村山市役所市民部課税課市民税係

※市記入欄

【 添付書類 】

【 注意事項 】

　１．　普通徴収の納付書　（二重納付防止のため、残りの納付書（納期未到来分）を添付してください。）

　　　  ※ すでに納付済みの分や口座振替の場合は不要です。

　１．　普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への切替ができません。本人が納めるように必ずお伝えください。

□ 先行発送 ( 通知書・納付書　　　　　/　　　　)

□ 月割額連絡 (　　　　/　　　　　　 　　　　　　様)

□ 他市回送 (　　　　/　　　　　　　　 　　　　　 宛)

□ 他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　 　  )



 

 

  

事         項 変　更　前　（　旧　）　　　　※ 変更項目のみ記入してください。 変　更　後　（　新　）　　　　※ 変更項目のみ記入してください。

市町村使用欄特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書

給
与
支
払
者

所在地
（住 所）

※ 届出時点での所在地・名称を記入してください。

提出

法人番号）武蔵村山市長

〒 -

月 日

特別徴収義務者

指　定　番　号
※市町村ごと

に異なります令和

（

特

別

徴

収

義

務

者

　　　 年　　　 月　　　 日

担当者
連絡先

係
名   称
（氏 名）

氏名代 表 者
職 氏 名

電話 　　　　　　　―　　　　　　　 ―（宛先）

令和 年

フ  リ  ガ  ナ

所   在   地
（送   付   先）

フ  リ  ガ  ナ

名         称

電 話 番 号

変 更 理 由

  １．事務所等移転　　  ２．送付先変更　　  ３．社名（名称）変更　　  ４．法人成り　　  ５．個人事業化　　  ６．給与事務の統合 【下欄を記入してください。】

〒 --

特徴義務者用
の受取方法

納税義務者用
の受取方法

電子　　　　　　・　　　　　　　書面

電子　　　　　　・　　　　　　　書面

※市町村ごと

に異なります

【 提出先 】　〒208-8501　　東京都武蔵村山市本町1丁目1番地の1　　武蔵村山市役所市民部課税課市民税係

統
合

・

合
併

・

分
割
後
の
指
定
番
号

電話番号指定番号
※市町村ごと

に異なります

法人番号  ３．旧特別徴収義務者の指定番号を継続使用する。

統
合
・
合
併
・
分
割
さ
れ
る
事
業
所

所  在  地  １．指定番号を新規に取得する。

※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。
フ リ ガ ナ

  ２．統合・合併・分割先の指定番号を使用する。
名　　　称

※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。

指定番号
※市町村ごと

に異なります

◆　誤読を避けるため、必ずフリガナを記入してください。

変更年月日◆　代表者のみの変更の場合は、提出不要です。

〒

〒 -

（内線）-

（内線）- - （内線）--

　　　　　―　　　　　　　　―　　　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　）

特別徴収義務者

指定番号

  ７．合併による変更 【下欄を記入してください。】　　　　 ８．分割による変更 【下欄を記入してください。】　　　　 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電子　　　　　　・　　　　　　　書面

電子　　　　　　・　　　　　　　書面

メールアドレス

-

（ 該当番号に○ ）



 

 

 

－

1月1日現在住所

勤続年数 年

氏名

円

円

支払金額 円

特別徴収税額 特別徴収税額
市民税

都民税

円

市民税

都民税

円

円

氏名

1月1日現在住所

勤続年数

支払金額

年

〒

氏名又は名称

法人番号又は個人番号

お手数ですが、該当者の氏名等内訳をご記入ください。

－

(特別徴収義務者)

住所又は所在地

連絡先 (　　　　)

令和

地方税法第50条の5第2項の規定により上記のとおり分離課税に係る所得割の納入について申告します。

円

円

年 月分 (翌月10日納期限)

特別徴収税額

退職手当支払金額

市民税

都民税

令和 提出

退職所得に係る市民税・都民税納入申告書

武蔵村山市長 殿

年 月 日


